
様式名称 記入・記載方法

提出日を記入（就業証明書の日付以降の日とする）

朱肉を使う印鑑を使用。記入を誤った場合は、該当の箇所
に二重線を引き、その上に押印欄で使用した印鑑を押印。
（訂正用の小さい印鑑等の使用不可）

「令和７年度」と記入

「盛岡市介護職員奨学金返還支援補助金」と記入

別紙「補助金交付申請の手引き」により算出した年間の補
助金交付申請額を記入

令和７年４月から令和８年３月までの間で、盛岡市内の事
業所に勤務し、かつ奨学金の返還を行っている月が事業実
施期間
【例】令和７年４月１日入職、令和７年10月分から奨学金
の返還を開始した場合
令和７年10月１日～令和８年３月31日
（始期は月の初日（１日）、終期は月の末日）

欄内に、次のとおり記入
　　　　　補助金交付申請書
　　　　　事業計画書
　　　　　収支予算書
　　　　　就業証明書
　　　　　奨学金の内容のわかる書類

「奨学金の返還」と記入

奨学金の種類ごとに、様式記入例を参考に記入
同種の奨学金であっても、奨学生番号が異なる場合はそれ
ぞれ記載

「経済的負担が軽減される」と記入

「奨学金返還による経済的負担を軽減するため」と記入

何も記入しない

奨学金を返還している職員自身の住所及び氏名を記入
※事業所の名称・所在地等を記入しない

申請者の住所

申請者の氏名

押印（記名の場合）
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補助金の交付を受けようと
する理由

備考（その他）



様式名称 記入・記載方法記入・記載欄

予算額

【盛岡市補助金】
　別紙「補助金交付申請額の計算方法及び留意事項」に基
づき算出した補助金交付申請額を記入
【自己負担】
　別紙「補助金交付申請の手引き」により確認した年間の
補助対象額のうち、盛岡市補助金を差し引いた金額を「自
己負担」の行に記入
【収入合計】
　返還額の総額（自己負担金額＋盛岡市補助金額）

内容説明

別紙「様式記入例」を参考に記載
年間の補助対象額－補助金交付申請額となるように記載
補助金額に端数が出る場合は、最終月に寄せて記載
【例】返還月額7,547円×12カ月＋半年賦6,000円×２回－

（盛岡市補助金4,273円×11カ月＋4,279円×１カ月）　等

項目
借入先が同じ奨学金であっても奨学生番号が異なるものに
ついては、合計せず１行ずつ記入

予算額 項目欄に記入した奨学金に対応する返還金額を記入

補助金充
当額

奨学金の種類が複数ある場合は、充当額を按分

内容説明

返還の内容に応じて、奨学金の種類ごとに、次の例を参考
に記入
　・返還月額10,000円×12カ月

　・半年賦30,000円×２回

補助金交付申請書に記載する日付以前の日付とする
【例】補助金交付申請書に令和７年11月10日と記入
　　　→令和７年11月10日以前の日

法人名を記入

代表者の職（代表取締役・理事長等）及び氏名を記入

法人又は事業者様全体で取りまとめて御提出いただける場
合は、取りまとめ御担当者様のお名前を記入し、それ以外
の場合は就業証明書を作成した方のお名前を記入してくだ
さい。

御担当者様につながりやすい番号を記入してください。

奨学金を返還している職員の住所及び氏名を記入
補助金交付申請書に記入されている住所・氏名と一致して
いるか確認

介護保険サービス事業所の名称を記入

法人として採用した日を記入

始期 現在勤務している事業所に勤務し始めた日を記入

終期 期間の定めがない場合は空欄

労務契約上の１週当たり勤務時間を記入

労務契約上の１月当たり勤務日数を記入

有無をチェックする

有無をチェックする

日付

法人名

代表者名

担当者

長期休暇の状況
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